
 

 

徳島市監査委員告示第２０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定に基づき、住民監査

請求に係る監査の結果を公表します。 

 

令和２年６月１日 

 

徳島市監査委員  稲 井   博 

同     藤 原   晃 

 

 

 



- 1 - 

住民監査請求に係る監査の結果 

 

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求書の受付日  

令和２年３月３１日 

 

 ２ 請求人 

市民オンブズマン徳島 代表理事 浜川 健一 

省 略 

省 略 

 

３ 請求の内容 

請求人の徳島市職員措置請求書（以下「本件請求書」という。）のうち、請求の趣

旨、請求の原因及び別紙１を以下に原文のまま記載する。 

なお、別紙２は原文のまま文末に添付し、請求人目録及び事実証明書は省略した。 

 

請 求 の 趣 旨 

 

徳島市長（以下「市長」という。）が、平成３０年度前期及び後期に徳島市議会議員

に対して交付した政務活動費のうち、別紙１「相手方及び請求金額一覧表」の記載の相手

方に対し、「請求金額」欄記載の各金員の返還を請求することを怠る行為は違法であるの

で、各相手方に対し、同金員について徳島市に返還するよう請求することを求める。 

 

請 求 の 原 因 

１ 請求人について 

市民オンブズマン徳島は、規約において、請求人の団体としての運営方法が定めら

れており、活動目的、活動内容、総会の決議事項、役員の選任方法、及び会計報告な

どについて明記している。また、構成員の変更にもかかわらず、団体そのものは存続

している。現在、代表者は浜川健一である。その他の請求人は徳島市の住民である。 

したがって、請求人は、権利能力なき社団である（最判昭和３９年１０月１５日参

照）。 

別紙「相手方及び請求金額一覧表」の「相手方」欄記載の各相手方は、いずれも、平

成３０年度に徳島市議会議員であった者である。 

 

２ 徳島市議会政務活動費の支出根拠 

Ⅰ  徳島市議会の政務活動費の趣旨と支出が認められる範囲 

ⅰ 徳島市議会の政務活動費は、実施弁償を原則とする補助金の一種であり、地方自治法

（以下「法」という。）第１００条第１４項、第１５項、第１６項、及びこれに基づ
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き制定された「徳島市議会政務活動費の交付に関する条例」（以下「条例」という。）

に基づいて交付される。 

ⅱ 法第１００条１４項は「普通公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議

員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、政務活動費を交付

することができる。」旨定めている。 

同条第１５項では「前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定め

るところにより、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するもの

とする。」旨定めている。 

ⅲ 条例はこれに基づき、第１条、第２条及び第３条で政務活動費が「徳島市議会の議員

の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部」として、議員に対し、４月

１日から１２月３１日まで ６３万円、１月１日から３月３１日まで ２１万円を交

付されるものであること。 

政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表に定める政務活動（議員が行

う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議への参加等市政の

課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るた

めに必要な議員としての活動）であること（条例第７条）。 

交付を受けた議員は、交付対象期間ごとに、当該交付対象期間に交付された政務活

動費に係る収支報告書を調整し、領収書等を添付して、当該交付対象期間の翌交付対

象期間の初日から３０日以内に議長に提出しなければならないこと（条例第８条）。 

市長は、議員が各交付対象期間に交付を受けた政務活動費の額から別表に定める政

務活動に要する経費として当該各交付対象期間に支出した総額を控除して残余がある

と認める場合は、当該議員に対し、その返還を求めなければならないこと（条例第９

条）。 

をそれぞれ定めている。 

ⅳ したがって、徳島市議会の政務活動費は、当該各交付対象期間において支出された議

員の調査研究に資するため必要な経費に限って、支出が認められる。 

 

３ 平成３０年度前期及び後期の政務活動費の交付と精算 

徳島市は、前記条例に基づき、平成３０年度の前期及び後期の政務活動費として相

手方らに金員を交付し、相手方らは、いずれも当該交付対象期間の翌交付対象期間の

初日から３０日以内までに政務活動費の収支報告をし、残余を徳島市に返還した。 

 

４ 項目別の査定基準と査定の結果 

上記の一般基準に基づき、請求人が、徳島市議会の各議員が平成３０年度前期及び

後期の政務活動費から支出したとして収支報告書に記載した支出について、開示され

た領収書等に基づいて、政務活動費からの支出が認められるかどうかについて個別に

査定した結果は、「別紙２査定表」記載のとおりである。 

次項以下において、上記の判断にかかる一般的認定根拠を述べる。 
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ⅰ 調査研究費にかかる旅費宿泊費 

当該旅行にかかる調査研究そのものが政務活動として適切かどうか、旅行費用が調

査の目的・効果と対比して適切かどうか、個別の費用が調査研究目的と考えられるか

どうか、が問題である。 

上記の判定の結果、調査の目的が記載されていないものは認められない。調査の目

的の記載が抽象的なもの、事実と認められないもの、信憑性がないものは、認められ

ない。 

上記の一般基準に基づき、徳島市議会議員岡南均（以下、「岡南議員」という。）

の別紙２査定表記載の調査研究費の宿泊費は政務活動費からの支出は認められない。 

ⅱ 研修にかかる旅費宿泊費 

当該旅行にかかる研修そのものが政務活動として適切かどうか、旅行費用が研修の

目的・効果と対比して適切かどうか、個別の費用が研修目的と考えられるかどうか、

が問題である。 

上記の判定の結果、研修等の目的が記載されていないものは認められない。研修等

の目的の記載が抽象的なもの、事実と認められないもの、信憑性がないものは、認め

られない。 

上記の一般基準に基づき、岡南議員の別紙２査定表記載の研修費の宿泊費は政務活

動費からの支出は認められない。 

ⅲ 資料購入費 

資料購入費は、議員が行う調査研究のために必要な図書、資料等の購入に要する経

費であり、主な支出は、大別すると、①書籍購入費、②新聞・雑誌購読料、③団体会

費、等である。 

書籍購入費は、徳島市政に関する調査研究に必要な専門的知識を得るため有益と考

えられるものは認められる。専ら個人的主張や趣味的関心に属すると認められるもの

は認められない。 

住宅地図は認められない。何故ならば住宅地図の主たる用途は戸別訪問にあり、選

挙対策その他の「政務活動以外の政治活動」、私的活動、等の用に供することが主な

目的であると判断される。 

徳島市議会議員渡邊亜由美、同黒田達哉、同梶原和哉、同藤田真由美、同岸本和代、

同土井昭二、同明石和之は住宅地図購入費を政務活動費から支出しているが、全額認

められない。 

ⅳ 政策プログ更新料、ファクシミリ転送料 

プログ及びファクシミリは、政務活動以外の活動にも使用される性質のものなので、

案分率５０％で案分すべきである。 

岡南議員は、政策プログ更新料及びファクシミリ転送料を全額政務活動費から支出

しているが、いずれも案分率５０％で案分した額を超える支出は許されない。 

 

５ 不当利得と返還請求権の行使 
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ⅰ 以上の結果、別紙査定表「否認額」欄に記載した支出は条例第７条に違反しているの

で、別紙「相手方及び請求金額一覧表」の「請求金額」欄記載の各金額の支出は違法

である。 

ⅱ 条例第７条では、政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表に定める政務

活動であること定め、 

条例第９条では、市長は、議員が各交付対象期間に交付を受けた政務活動費の額か

ら別表に定める政務活動に要する経費として当該各交付対象期間に支出した総額を控

除して残余があると認める場合は、当該議員に対し、その返還を求めなければならな

いと定めている。 

この市長の返還請求権の法的性格は、不当利得返還請求権であり、当該議員がその

年度において条例第７条に規定する使途基準に従って行った支出の総額を控除して残

余があることを要件として返還請求権が当然に発生し、市長が正当な理由なく請求権

を行使しないことは違法に財産の管理を怠る事実に該当することになる。 

ⅲ しかるに、ⅰ記載の違法支出額は、条例第７条に規定する使途基準に従ってなされた

支出ではないので、その全額が条例第９条にいう残余にあたる。 

ⅳ したがって、市長が「相手方及び請求金額一覧表」の「相手方」欄記載の各議員に対

して、前記の政務活動費の残余金の返還を請求しないことは、財産の管理を違法に怠

る事実に該当する。 

 

６ 結論 

よって、請求人は、徳島市監査委員に対し、地方自治法第２４２条第１項の規定に

基づき、事実証明書を添付し、請求の趣旨記載のとおりの厳正な措置を請求する。 

 

 

別紙１ 

相手方及び請求金額一覧表 

 

相手方 請求金額（円） 

岡南均 ２７９, ５２８ 

渡邊亜由美 １２，９６０ 

黒田達哉 １０，２６０ 

梶原一哉 ２，５９２ 

藤田真由美 ２，５９２ 

岸本和代 ２，５９２ 

土井昭二 ２，５９２ 

明石和之 ２，５９２ 

総 計 ３１５，７０８ 
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４ 請求の要件審査 

   本件住民監査請求（以下「本件請求」という。）については、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条の所定の要件を具備しているも

のと認め、令和２年４月９日にこれを受理した。 

 

第２ 監査の実施 

 １ 監査委員の除斥 

   ４人の監査委員のうち、須見矩明監査委員及び中西裕一監査委員は、法第１９９条

の２の規定により除斥となった。 

 

 ２ 住民監査請求の期間制限 

本件請求は、徳島市長（以下「市長」という。）が徳島市議会議員（平成３０年度

当時に徳島市議会議員であった者を含む。以下「議員」という。）に対し交付した平

成３０年度政務活動費の違法な支出について、市長が正当な理由なく不当利得返還請

求権を行使しないことが違法に財産の管理を怠る事実に該当するとして、その是正を

目的とするものであるが、法第２４２条第２項本文では、住民監査請求の請求期間に

ついて、「当該行為のあつた日又は終わつた日から１年を経過したときは、これをす

ることができない。」と規定されている。 

これについて、昭和６２年２月２０日最高裁第二小法廷判決は、「普通地方公共団

体において違法に財産の管理を怠る事実があるとして法２４２条１項の規定による住

民監査請求があつた場合に、右監査請求が、当該普通地方公共団体の長その他の財務

会計職員の特定の財務会計上の行為を違法であるとし、当該行為が違法、無効である

ことに基づいて発生する実体法上の請求権の不行使をもつて財産の管理を怠る事実と

しているものであるときは、当該監査請求については、右怠る事実に係る請求権の発

生原因たる当該行為のあつた日又は終わつた日を基準として同条２項を適用すべきも

のと解するのが相当である。」と判示している。 

徳島市議会の政務活動費については、徳島市議会政務活動費の交付に関する条例

（平成１３年徳島市条例第１３号。以下「条例」という。）第３条の規定により、交

付対象期間である４月１日から１２月３１日まで（以下「前期分」という。）と１月

１日から３月３１日まで（以下「後期分」という。）の区分に応じた各交付対象期間

の最初の月に議員に対し交付されている。 

政務活動費の交付を受けた議員は、条例第８条第１項の規定により、交付対象期間

ごとに、当該交付対象期間に交付された政務活動費に係る収入及び支出を記載した書

類（以下「収支報告書」という。）を調製し、これに領収書等（政務活動費を支出し

た事実を証するに足りる支出目的、支出年月日及び支出金額を記載した領収書その他

これに準ずる書面をいう。以下同じ。）を添付して、当該交付対象期間の翌交付対象

期間の初日から３０日以内に議長に提出しなければならない。また、議長が保存する

収支報告書等の公開等については、徳島市情報公開条例（平成１９年徳島市条例第１
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号）の定めるところによるとされている（条例第１４条）。 

そして、市長は、条例第９条第１項の規定により、議員が各交付対象期間に交付を

受けた政務活動費の額から当該各交付対象期間の初日から末日までの間に支出した総

額を控除して残余があると認める場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動費の

交付決定を取り消し、当該議員に対し、その返還を命じなければならないとされてい

る。 

このような一連の手続から、政務活動費の返還に関する住民監査請求の請求期限に

ついては、政務活動費の交付額が確定し、精算手続が完了した日をもって「当該行為

の終わった日」というべきであり、これを平成３０年度政務活動費についてみると、

前期分は平成３１年３月２８日付けで、後期分は平成３１年３月３１日付けで、市長

が議員に対し政務活動費交付変更決定通知書及び返納通知書を送付しており、それぞ

れの日付の時点で、各交付対象期間の政務活動費の交付額が確定し、精算手続が終了

しているといえる。 

したがって、令和２年３年３１日に行われた本件請求のうち、平成３０年度前期分

の政務活動費の返還に係る部分については、請求期限である１年を経過しているもの

と解される。 

   一方、監査請求期間の経過後であっても、法第２４２条第２項ただし書において

「正当な理由があるときは、この限りでない。」とされており、この「正当な理由」

の有無については、「普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査すれば客

観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該行為の存在及び内容を知ることができ

たと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断すべきもの

である。」（平成１４年９月１２日最高裁第一小法廷判決）とされている。 

   このことについて、本件請求に係る平成３０年度前期分の政務活動費の収支報告書

等は、その提出期限の翌日である平成３１年１月３１日以降であれば、情報公開請求

により何人にも知り得る状況にあったことから、この時点から約１年２か月を経過し

て行われた本件請求は、「相当な期間内」になされたとは言い難く、法第２４２条第

２項ただし書の「正当な理由」があるとは認められない。 

   以上の理由により、本件請求のうち、岡南均議員（以下「岡南議員」という。）、

渡邊亜由美議員、黒田達哉議員、梶原一哉議員、藤田真由美議員、岸本和代議員、土

井昭一議員及び明石和之議員に係る平成３０年度前期分の政務活動費の支出に係る部

分は、適法な請求であると認められないため、監査対象外とした。 

    

 ３ 監査対象事項 

上記２により、本件請求のうち、「市長が交付した平成３０年度後期分の政務活動

費のうち、別紙２に掲げる岡南議員の各経費の支出が、条例第７条の規定に違反する

違法な支出に当たるか、また、市長が同議員に対する不当利得返還請求権の行使を違

法に怠っているかどうか」を監査対象とした。 
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 ４ 請求人の証拠の提出及び陳述 

法第２４２条第７項の規定に基づき、請求人に対し、令和２年４月２７日を期日と

して証拠の提出及び陳述の機会を設ける旨を通知したが、請求人から陳述を行わない

旨の申し出があり、欠席となった。また、新たな証拠の提出はなかった。 

 

５ 関係人調査の実施 

   法第１９９条第８項の規定に基づき、本件請求に関係する岡南議員に対し、請求人

が違法な支出であると主張する政務活動費の各経費について、令和２年４月１０日付

けで文書により調査照会を行った。 

岡南議員からは、同月１４日付けの文書により、 

・平成３０年度に交付を受けた政務活動費について、その一部に過誤があったため、

収支報告書を訂正した、 

・これに伴い、市長から当該政務活動費の交付決定額の変更と残余部分の交付決定を

取り消す旨の通知があり、取消しとなった額の金員は徳島市に返還した、 

・このことから、今回の調査対象となった経費については、政務活動費を充当しない

ものとなったので、本件調査はあたらない 

旨の回答があり、訂正した平成３０年度政務活動費収支報告書（前期分・後期分）の

写し、市長の政務活動費交付変更決定通知書の写し等の提出があった。 

 

６ 監査対象部局等 

  議会事務局を監査対象部局とし、関係書類の提出を求め、調査を行うとともに、

令和２年４月２７日に議会事務局長、議会事務局次長兼庶務課長その他関係職員か

ら事情聴取を行った。   

 

７ 監査対象部局の説明 

  ⑴ 政務活動費について 

   ア 制度の概要 

     政務活動費は、地方議員の調査活動基盤の充実強化を図る観点から、法及び条

例に定めるところにより、徳島市議会の議員の調査研究その他の活動に資するた

め必要な経費の一部として交付しているものであり、その法的性格は、法第２３

２条の２に基づく補助金であるとされている。 

法では「会派又は議員」に対し政務活動費を交付することができるとされて

いるが、本市では条例第２条により議員に対し交付している。交付額は、交付対

象期間が４月１日から１２月３１日まで（前期分）が１人あたり６３万円、１月

１日から３月３１日まで（後期分）が１人あたり２１万円となっており、各交付

対象期間の最初の月に交付する。 

     政務活動費を充てることができる範囲は、条例別表に定める政務活動、すなわ



- 8 - 

ち議員が行う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議へ

の参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民

福祉の増進を図るために必要な議員としての活動であり、項目ごとの詳細につい

ては別に「政務活動費使途基準」（以下「使途基準」という。）を定めている。 

 

   イ 収支報告書等の情報公開 

     政務活動費に係る収支報告書、領収書等については、徳島市情報公開条例に定

めるところにより、非公開情報を除き、公開することとなっている。条例第８条

第１項の規定により、政務活動費の交付を受けた議員は、前期分は１月３０日、

後期分は４月３０日までに収支報告書等を議長に提出しなければならないことに

なっており、それぞれの提出期限以降であれば、情報公開請求が可能である。 

平成３０年度政務活動費の収支報告書等の提出期限は、前期分は平成３１年

１月３０日、後期分は祝日等の関係から令和元年５月７日であったが、収支報告

書等の提出を受けてから議会事務局で内容のチェックを行うため、この時点での

内容は確定したものではない。 

また、本市ホームページ上においても、議員から提出された収支報告書と事

務局が作成した支出一覧表を公開しており、平成３０年度政務活動費の前期分は

平成３１年４月１６日、後期分は令和元年６月１９日が公開日であった。岡南議

員が訂正した収支報告書についても、令和２年４月２３日に本市ホームページ上

に公開している。 

 

ウ 収支報告書等の審査方法 

     条例第８条の規定に基づき、議員から議長に収支報告書が提出された場合は、

議会事務局において庶務課職員が、使途基準等に基づき、報告書の記載や添付書

類に遺漏がないか、政務活動費として支出できない項目が計上されていないか、

計数上の誤りはないか等、外形的な確認をしている。また、他都市の判例等を参

考に、使途基準に照らして懸念される事案については、個別に議員に説明し、そ

の判断を得ている。 

    

   エ 収支報告書等の訂正手続 

     条例等に収支報告書の訂正（変更）手続に関する規定はないが、訂正した場合

は、その収支報告書等を議長に提出することとしている。 

岡南議員の収支報告書の訂正については、議員自身が政務活動費の支出を改

めて検討した結果、一部に政務活動費を充当しないと判断したために、当初提出

した収支報告書に誤りが生じたことから、訂正があったものと受け止めている。

今回の訂正は、政務活動費による支出から除外したもので、使途基準にそぐわな

いといった判断を伴うものではなかったため、議会事務局により収支報告書で減

額された支出金額のチェックは行ったが、議員に対し具体的な訂正理由の確認、
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調査は行っていない。    

   オ 使途基準の解釈 

     (ア) 調査研究費及び研修費における宿泊費 

      使途基準の留意事項に規定されている「宿泊費については、やむを得ない場

合を除いて、常識の範囲内とする」ことについて、「常識の範囲内」とは、

宿泊料金や利用施設などが一般的な常識に照らして妥当であるかどうか、具

体的にいえばグレードの高い部屋や、設備がぜいたくなものは認められない

といった意味であると捉えている。また、使途基準に後泊に関する規定はな

いが、会議後に意見交換等があったなど、議員において、後泊とした理由を

説明できることが必要と考えている。 

    (イ) 資料購入費における書籍等の購入    

      使途基準の具体例に「政務活動と関連の薄いものは不可（スポーツ新聞、小

説、週刊誌、漫画本等）」と規定されているが、一般的に娯楽性のあるもの

の購入は政務活動費として認められないとしている。政務活動費の書籍購入

は裁判でもよく違法性に争いがあり、個別具体的に判断されているが、書籍

は限りなく存在するため、全てについて具体例を示すことは難しい。 

           

 ⑵ 本件請求に対する主張について 

   ア 岡南議員が支出した各経費について 

     請求人が違法な支出であると主張する別紙２に記載された岡南議員の各経費に

ついては、本人が令和２年４月１０日付けで政務活動費の収支報告書を訂正し、

政務活動費を充当しないものとなったので、現時点では監査対象外であり、同議

員に政務活動費の返還を求める部分の請求は、却下するよう求める。 

 

イ その他の議員が支出した住宅地図の購入に係る経費について 

住宅地図の購入費は、本市の使途基準において「住宅地図やソフトウェア等、

一般的に政務活動以外のものが含まれると考えられるものについては、２分の１

を上限として按分する。」と定められており、当該使途基準に沿ったものである

ことから、政務活動費の支出として問題ないと考えている。 

住宅地図への政務活動費の充当は、裁判上でもしばしば争われているが、現

時点においては適法であり、全額充当も可能であるとの判断がほぼ固まってきた

状況であるといえる。（２分の１の按分を適法とした平成２８年１０月２６日岡

山地裁判決、全額充当を適法とした平成２６年１２月１８日奈良地裁判決、平成

２８年１１月１０日広島高裁岡山支部判決、同年１２月２１日東京高裁判決等を

参照。） 

以上のことから、市長に各議員に対する不当利得返還請求権は発生しておら

ず、市長が財産の管理を違法に怠る事実は存在しないため、当該各議員に対し政

務活動費の返還を求める本件請求は、棄却するよう求める。 



- 10 - 

第３ 監査の結果 

 １ 事実の確認 

  ⑴ 政務活動費の制度概要 

   ア 法の規定 

  法第１００条第１４項において、「普通地方公共団体は、条例の定めるところ

により、その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部

として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付することがで

きる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並び

に当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければなら

ない。」と規定されており、同条第１５項において、「前項の政務活動費の交付

を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る収

入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。」と規定されている。また、

同条第１６項において、「議長は、第１４項の政務活動費については、その使途

の透明性の確保に努めるものとする。」と規定されている。 

  平成２４年の法改正により、従来「議会の議員の調査研究」に限定されていた

「政務調査費」の名称が「政務活動費」に改められ、交付の目的が「議会の議員

の調査研究その他の活動」に拡大されたものである。 

 

   イ 本市の条例 

     本市では、法第１００条第１４項から第１６項までの規定に基づき、条例を定

め、徳島市議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部と

して、政務活動費を交付することに関し必要な事項を定めるものとした（条例第

１条）。 

 

   ウ 交付対象及び交付額等 

     政務活動費は、議員に対して交付する（条例第２条）。 

     交付額は４月１日から１２月３１日までを６３万円、１月１日から３月３１日

までを２１万円（ただし、申請額がそれぞれの額に満たない場合は当該申請額）

とし、各交付対象期間の最初の月に交付する（条例第３条）。 

 

   エ 政務活動に要する経費 

政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例別表に定める政務活動

（議員が行う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、各種会議へ

の参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民

福祉の増進を図るために必要な議員としての活動をいう。）に要する経費とする

（条例第７条）。 

当該政務活動に要する経費のうち、本件請求の監査対象となる経費に係る項 

目及び内容は次のとおりである（条例別表）。 
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項  目 内    容 

調査研究費 議員が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委

託に要する経費 

（調査委託費、通信運搬費、交通費、宿泊費等） 

研修費   議員が研修会を開催するために必要な経費及び団体等が開催する

研修会への参加に要する経費 

（会場費、講師謝金、出席者負担金、会費、交通費、宿泊費等） 

広報費  議員が行う政務活動及び市政について住民に報告するために要す

る経費 

（広報紙又は報告書印刷費、通信運搬費、会場費等） 

資料購入費  議員が行う政務活動のために必要な図書、資料等の購入に要する

経費 

     また、徳島市議会においては、別途、使途基準を策定し、その中で示されてい

る使途の具体例、留意事項等の使途制限等が、実際の運用に当たっての具体的な

基準とされており、本市のホームページにおいて公表されている。 

 

   オ 収支報告書等の提出 

     政務活動費の交付を受けた議員は、交付対象期間ごとに収支報告書を調製し、

これに領収書等を添付して、当該交付対象期間の翌交付対象期間の初日から３０

日以内に議長（議長不在等のときは議会事務局長）に提出しなければならない

（条例第８条第１項及び第５項）。 

     議長又は議会事務局長は、収支報告書の提出を受けたときは、当該収支報告書

の写しを提出期間の末日から５日以内に市長に送付しなければならない（同条第

４項及び第６項）。 

 

   カ 政務活動費の返還 

     市長は、議員が各交付対象期間に交付を受けた政務活動費の額から条例別表に

定める政務活動に要する経費として支出した総額を控除して残余があると認める

場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動費の交付決定を取り消し、当該議

員に対し、その返還を命じなければならない（条例第９条第１項）。 

    

   キ 透明性の確保 

     議長は、収支報告書等について、必要に応じ調査を行う等により、政務活動費

の適正な運用を期するとともに、使途の透明性の確保に努めるものとされており

（条例第１５条第１項）、議員は、議長による調査に協力するよう努めるものと

されている（同条第２項）。 
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  ⑵ 使途基準 

    本件請求の監査対象となる経費に係る使途基準（平成３０年４月１日現在）の規

定内容は、次のとおりであった。 

 

   ア 調査研究費 

内 容 議員が行う市の事務、地方行財政等に関する調査研究及び調査委

託に要する経費 

 （調査委託費、通信運搬費、交通費、宿泊費等） 

具体例 ○議員が行う視察に要する経費（交通費、宿泊費、通行料、タクシ

ー代、レンタカー代、駐車料金、ガソリン代等） 

○視察先への土産品代（社会通念上、適正な範囲内の金額とする） 

○市の事務、地方行財政等に関する調査を大学や民間調査機関等に

委託する場合に要する経費（調査委託費） 

×食事代（宿泊費とセットになっている朝食代については、支出

可） 

×観光、レクリエーション等、私的な旅行に要する経費 

留意事項 ⑴視察及び調査委託の内容については、徳島市の事務（地方自治体

の公益の事務）に関するものとする。 

⑵海外視察は、対象外とする。ただし、姉妹都市交流に係る公式行

事に参加する場合及び全国市議会議長会海外都市行政調査団に参

加する場合は支出可。なお、２分の１を上限として按分する。 

⑶交通費については、実費（常識の範囲内）を支出する。 

⑷領収書を徴することができない公共交通機関の交通費について

は、利用日、公共交通機関の名称、区間、金額を記載した支払報

告書を作成し、添付する。 

⑸宿泊費については、やむを得ない場合を除いて、常識の範囲内と

する。 

⑹タクシーの利用については、合理的な理由がある場合のみ支出

可。乗車日、乗車区間、必要性（公共交通機関の利便性が悪い、

タクシーの方が経済的である、緊急を要する等）を領収書等貼付

用紙に明記する。 

⑺自家用車やレンタカー利用の場合の燃料費は、利用実績（移動区

間とそのガソリン代）が明確な場合にのみ支出可。なお、自家用

車の場合は、出発時に満タン給油し、領収書等貼付用紙にそのレ

シートも貼付する。 

⑻領収書等貼付用紙には、先進地調査・現地調査の日程・場所等を

明記するとともに、調査や視察の成果を記載した調査研究報告書
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を作成し、添付する。 

〔目的・用務地・日程・調査概要（調査対象、調査項目、調査に

よって得た知見及び成果等）を記載。名刺・資料等を添付。〕 

⑼大学や民間調査機関等に調査委託を行う場合は、具体的な契約内

容を記載した調査委託契約書を作成し、その写しを添付する。ま

た、調査委託の結果の概要を記載した調査委託報告書を作成し、

添付する。 

⑽３親等までの親族を委託先とすることはできない。 

⑾視察及び調査委託に伴う関係資料等については、各自が５年間保

存する。 

    

イ 研修費 

内 容 議員が研修会を開催するために必要な経費及び団体等が開催する

研修会への参加に要する経費 

 （会場費、講師謝金、出席者負担金、会費、交通費、宿泊費等） 

具体例 ○議員が研修会を開催する場合に要する経費 

 （会場費、機材借り上げ料、講師謝金、交通費、バス借り上げ

料、タクシー代、通信費、資料代等） 

○議員が他の団体が主催する研究会、研修会に参加する場合に要す

る経費 

（参加負担金、交通費、宿泊費等） 

○活動内容が政務活動に資することが明確な団体に対する会費 

×食事代（宿泊費とセットになっている朝食代については、支出

可） 

×酒食は不可。ただし、他の団体が主催する研修会等において、あ

らかじめ意見交換会等が設定されている場合は可。 

×町内会費、老人クラブ会費、ライオンズクラブ・ロータリークラ

ブ会費、商店街振興組合・商工会等の会費、宗教団体の年会費、

同窓会費、賛助金等 

×党大会費、党費、党大会賛助会費等 

留意事項 ⑴交通費については、実費（常識の範囲内）を支出する。 

⑵領収書を徴することができない公共交通機関の交通費について

は、利用日、公共交通機関の名称、区間、金額を記載した支払報

告書を作成し、添付する。 

⑶宿泊費については、やむを得ない場合を除いて、常識の範囲内と

する。 
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⑷タクシーの利用については、合理的な理由がある場合のみ支出

可。乗車日、乗車区間、必要性（公共交通機関の利便性が悪い、

タクシーの方が経済的である、緊急を要する等）を領収書等貼付

用紙に明記する。 

⑸自家用車やレンタカー利用の場合の燃料費は、利用実績（移動区

間とそのガソリン代）が明確な場合にのみ支出可。なお、自家用

車の場合は、出発時に満タン給油し、領収書等貼付用紙にそのレ

シートも貼付する。 

⑹領収書等貼付用紙には、研究会、研修会の開催日・開催場所・日

程等を明記するとともに、研究や研修の成果を記載した研修会報

告書を作成し、添付する。 

⑺団体の会費を支出する場合は、当該団体の活動内容がわかる資料

を添付する。 

⑻研究会、研修会に伴う関係資料等については、各自が５年間保管

する。 

 

   ウ 広報費 

内 容 議員が行う政務活動及び市政について住民に報告するために要す

る経費 

（広報紙又は報告書印刷費、通信運搬費、会場費等） 

具体例 ○広報紙の作成や送付に要する経費（印刷費、送料等） 

〇ホームページの開設に要する経費（ホームページの作成・維持管

理費等） 

〇市政報告会等の開催に要する経費（会場費、機材借り上げ料、資

料印刷費、送料、茶菓子代等） 

×年賀葉書、暑中見舞いの葉書代及び印刷代 

×名刺代 

留意事項 ⑴政務活動の成果を広報し得るものでなければならない。単に議員

の活動報告だけでは不可。 

⑵広報紙、ホームページ開設・運営費等、一般的に政務活動以外の

ものが含まれると考えられるものについては、２分の１（特に私

的活動等政務活動以外の利用が多い場合は３分の１）を上限とし

て按分する。 

⑶葉書・切手の購入については、使用目的や内容を明記する。 

⑷市政報告会等を開催した場合は、領収書等貼付用紙に開催日・場

所等を明記するとともに、市政報告会等の概要を記載した会議等



- 15 - 

報告書を作成し、添付する。また、開催通知や配布資料等印刷物

を作成した場合は、完成品（原本）を添付する。 

⑸市政報告会等に伴う茶菓子代は、実費（常識の範囲内）とする。 

⑹広報紙などの印刷物を作成したときは、領収書等貼付用紙に完成

品（原本）を添付する。 

⑺ホームページの作成業務を民間事業者等に委託する場合は、委託

契約書を作成し、その写しを添付する。 

⑻３親等までの親族を委託先とすることはできない。 

⑼広報に伴う関係資料等については、各自が５年間保管する。 

 

エ 資料購入費 

内 容 議員が行う政務活動のために必要な図書、資料等の購入に要する

経費 

具体例 ○参考図書、定期刊行物、新聞、追録等 

○ソフトウェア、ＤＶＤ等 

○デジタル書籍、通信社等から配信されるデジタル情報等 

×政務活動と関連の薄いものは不可（スポーツ新聞、小説、週刊

誌、漫画本等） 

留意事項 ⑴書籍類については、領収書等に書籍名やタイトル名の記載がない

場合は、領収書等貼付用紙に補記する。 

⑵住宅地図やソフトウェア等、一般的に政務活動以外のものが含ま

れると考えられるものについては、２分の１（特に私的活動等政

務活動以外の利用が多い場合は３分の１）を上限として按分す

る。 

⑶所属政党が発行する日刊紙、機関紙等の購読料は支出不可。 

⑷自宅配達の日刊紙購読料については、１紙目は不可とし、２紙目

以降の購読料から支出可。なお、領収書等貼付用紙に自宅配達１

紙目の新聞名を補記する。 

⑸資料購入に伴う関係資料等については、各自が５年間保管する。 

    

 オ 政務活動費として支出できない経費 

考 え 方 具 体 例 

政務活動費は、議員とし

ての活動のすべてに使用で

きるものではない。 

・慶弔・餞別・寸志・病気見舞・年賀状等の交際費

的経費 

・党費・党大会参加費、党大会賛助金、党大会参加
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議員として行う活動のう

ち、条例第７条別表に定め

る政務活動に要する経費以

外には使用できない。 

旅費等政党活動に関する経費 

・親睦会・レクリエーション等に関する経費 

・後援会活動・選挙運動等に関する経費 

・会派の会費 

・食糧費 

 

   カ 政務活動費の按分について 

考 え 方 具 体 例 

一般的に政務活動以外の

ものが含まれると考えられ

るものについては、２分の

１（特に私的活動等政務活

動以外の利用が多い場合は

３分の１）を上限として按

分する。 

・パソコンやプリンター、コピー機、デジカメ、携

帯電話、タブレット型端末等の購入及び維持管理

費 

・携帯電話利用料、インターネット利用料、ホーム

ページ開設・運営費等 

・事務所の家賃、電話代、電気代等 

・人件費 

・住宅地図、広報紙等 

 

⑶ 政務活動費に係る事務の専決権者について 

条例において市長の事務とされている政務活動費の交付決定及び通知、交付、交

付決定の取消し及び返還命令に係る事務については、事務決裁規程（昭和３８年訓

令第１０号）において、徳島市職員として併任された議会事務局長が専決すること

とされている（事務決裁規程第７条の２及び別表第８）。 

 

  ⑷ 平成３０年度後期分の政務活動費の交付手続等について 

    平成３０年度後期分の政務活動費について、議員２７人が平成３１年１月４日付

けで市長に対し政務活動費交付申請書を提出し、市長は、各議員に対し、同日付け

で政務活動費の交付決定額を21万円とする政務活動費交付決定通知書を送付し、支

出命令を行い、同月１５日に支出した。 

    当該政務活動費の交付を受けた各議員は、収支報告書を令和元年５月１日までに

あっては議長、同月２日から７日までの間にあっては議長不在のため議会事務局長

に提出し、議会事務局長は、同月８日に収支報告書の写しを市長に送付した。 

    市長は、当該政務活動費に残余があると認められる議員２５人に対し、平成３１

年３月３１日付けで、政務活動費交付変更決定通知書及び返納通知書を送付し、当

該残余の額に相当する額の交付決定の取消し及び当該取消し額（交付対象期間内に

預金利息が生じた場合はその額を加えた額）の返還を通知した。 
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⑸ 本件請求のうち監査対象となる支出内容について 

    請求人が条例第７条に違反する違法な支出であると主張する、平成３０年度後期

分の政務活動費のうち、監査対象として特定した支出は、岡南議員が同年度後期分

の政務活動費として支出した134,512円のうち44,916円（10件分）であり、その支

出内容は次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 月 日 内      容 支出額 

調査研究費 2月5日 ①豊中市 視察旅費（宿泊費） 

 日程 平成31年2月5日～6日 

 用務地 豊中市（そよ風文庫） 

 宿泊地 京都市 

 調査研究事項 「豊中市 子ども文庫」 

8,100 

調査研究費 2月13日 ②株式会社富士通マーケティング 視察旅費

（宿泊費） 

日程 平成31年2月12日～13日 

 用務地 大阪市（富士通マーケティング関西

営業本部） 

 宿泊地 大阪市 

 調査研究事項 「市立図書館と市内小中学校

図書館をクラウドサービスで連携」 

5,985 

研修費 1月12日 ③「日本地方自治研究学会関西部会 第113回

研究会」参加旅費（宿泊費） 

 日程 平成31年1月12日～13日 

 用務地 吹田市（大阪学院大学 正雀キャン

パス） 

 宿泊地 大阪市 

7,000 

研修費 3月28日 ④「フューチャー・デザイン×京都 持続可能

な社会のデザイン」参加旅費（宿泊費） 

日程 平成31年3月27日～28日 

用務地 京都市（TKPガーデンシティ京都） 

宿泊地 大阪市 

5,985 

広報費 1月7日 ⑤ファクシミリ転送サービス「フィッツ」利用

料（平成31年1月～3月分）の支出額15,000円

の２分の１ 

7,500 

資料購入費 

（右の書籍 

3月11日 ⑥吉田松陰『孫子評註』を読む 日本「兵学研

究」の集大成 

1,166 
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購入費）  ⑦隔たりと政治－統治と連帯の思想－ 3,024 

⑧１冊読み切る読書術 1,620 

⑨FACTFULNESS（ファクトフルネス）10の思い

込みを乗り越え、データを基に世界を正しく

見る習慣 

1,944 

⑩第２版 リーダーシップ論 2,592 

合   計 44,916 

 

  ⑹ 岡南議員による平成３０年度政務活動費の返還について 

    平成３０年度前期分の政務活動費63万円について、岡南議員が平成３１年１月３

０日付けで議長に提出した収支報告書における支出合計額は857,431円で、残余は

生じなかった。後期分の政務活動費21万円について、令和元年５月７日付けで議会

事務局長に提出した収支報告書における支出合計額は134,512円で、75,488円の残

余を生じたため、これを同月３０日に徳島市へ返納し、平成３０年度歳出に戻し入

れた。 

    その後、岡南議員は、令和２年４月１０日に、平成３０年度政務活動費の収支報

告書について、前期分の支出合計額を622,617円（訂正前は857,431円）、残額を7,

383円（訂正前は0円）に訂正し、後期分の支出合計額を89,596円（訂正前は134,51

2円）、残額を120,404円（訂正前は75,488円）に訂正したうえで、これを議長に提

出した。 

    当該訂正内容は、岡南議員が政務活動費として当初に計上していた支出から一部

経費を除外したものであるが、これは、本件請求において請求人が条例第７条に違

反する違法な支出であるとして岡南議員に返還を求めている内容と一致するもので

あった。  

    また、議長から訂正後の収支報告書の写しの提出を受けた市長は、岡南議員に対

し、同日付けで政務活動費交付変更決定通知書及び納入通知書を送付し、前期分の

残額7,383円、後期分の残額44,916円（訂正後の残額120,404円から既に徳島市へ返

還された残額75,488円を控除した金額）の交付決定を取り消し、その返還を通知し

た。これにより岡南議員は、同月１４日に徳島市に各残額を納入し、令和２年度歳

入（雑入）として収納された。 

 

  ⑺ 本件請求書における記載内容の誤りについて 

    本件請求書において、議員の氏名である「梶原和哉」は「梶原一哉」、「土井昭

二」は「土井昭一」、別紙１のうち岡南議員の請求金額「279,528円」は「279,730

円」、総計「315,708円」は「315,910円」、別紙２のうち１ページの調査研究費の

No.1の宿泊地「大阪市」は「京都市」、同２ページのNo.4の宿泊地「京都市」は
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「大阪市」、No.7の宿泊地「吹田市」は「大阪市」、同５ページのNo.4の金額及び

否認金額「2,284円」は「2,484円」、同１１ページのNo.23の金額及び否認金額

「927円」は「929円」がそれぞれ正しく、同１６ページのNo.37の金額及び否認金

額「1,728円」は削除する必要があり、同２３ページの否認額の計「110,264円」は

「110,466円」が正しいなど、請求人が提出した本件請求書の記載内容に明らかな

誤りがあることが確認された。 

 

 ２ 判断 

   以上の事実関係、関係人調査の結果、監査対象部局の説明及び関係書類等の調査の

結果に基づき、本件請求について次のとおり判断する。 

政務活動費の制度は、平成１２年の法改正により政務調査費として制度化されたも

のであり、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行によ

り、地方公共団体の自己決定権や自己責任が拡大し、その議会の担う役割がますます

重要なものとなってきていることにかんがみ、議会の審議能力を強化し、議員の調査

研究活動の基盤の充実を図るため、議会における会派又は議員に対する調査研究の費

用等の助成を制度化し、併せてその使途の透明性を確保しようとしたもの」（平成１

７年１１月１０日最高裁第一小法廷判決）が、平成２４年の法改正により、その名称

が「政務活動費」に改められ、「議会の議員の調査研究」に限定されていた交付目的

が「議会の議員の調査研究その他の活動」に拡大されたものである。 

本市においても、法第１００条第１４項から第１６項までの規定に基づき条例が制

定され、条例第７条において「政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表

に定める政務活動（議員が行う調査研究、研修、広報、広聴、住民相談、要請、陳情、

各種会議への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その

他住民福祉の増進を図るために必要な議員としての活動をいう。以下同じ。）に要す

る経費とする。」と規定し、当該条例別表で調査研究費など１０項目の経費を定めて

いる。 

   また、当該政務活動費を充てることができる経費の内容、具体例及び留意事項の詳

細については、運用上のマニュアルとしても位置付けられる使途基準が、議会の各会

派の代表で組織される会長幹事長会で決定され、議員に周知されており、その制定の

経緯から、議員間の自主的ルールとして一定の規範性を有するものであると考えられ

る。 

   以上のことから、議員に対し交付された政務活動費の個々の支出が条例第７条の規

定に違反するかどうかの判断に当たっては、一義的には議員の自主的かつ自律的な判

断を尊重し、収支報告書、領収書等の客観的な記載内容を基に、政務活動費に関する

法及び条例の趣旨並びに使途基準の各項目ごとの規定内容に照らして、当該支出が使

途基準に適合するかどうかを基準とするべきである。しかし、使途基準が不明確であ

るなど、これにより難い場合には、請求人、関係人等から得られた事実関係資料等も

参考に、当該支出の具体的な内容、目的及び効果、政務活動との関連性等を総合的に
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考慮し、判例や社会通念に従って判断する必要があると解される。 

  そこで、これを本件請求についてみると、本監査期間中、岡南議員は、自主的に

平成３０年度政務活動費の収支報告書を訂正し、当該訂正により生じた政務活動

費の残余に相当する金額を徳島市に返還したが、これは、前記第３の１の⑹にあ

るとおり、本件請求において請求人が違法な支出であるとして返還を求めている

内容と一致するものであった。 

当該訂正理由については、岡南議員によると、政務活動費の一部に過誤があっ

たとのことであるが、いったん政務活動費として収支報告書に計上した支出から

一部経費を除外した理由について詳細な説明は得られなかった。 

本件請求がなされた後、同議員が、監査委員による関係人調査に対し、当該支

出の必要性や事実関係等について何ら主張することなく、単に過誤を理由として

直ちに政務活動費の返還を行うなどの一連の行為は、政務活動費の使途の透明性

の確保と市民に対する説明責任の観点からは必ずしも納得できるものであるとは

言い難い。 

しかしながら、これらのことを踏まえると、監査委員としては、岡南議員に係

る平成３０年度後期分政務活動費の各支出が使途基準に適合するかどうか、個別

具体的な判断を下すことはできない。 

また、本件請求は、違法な政務活動費の支出による不当利得の存在が前提であ

るところ、請求人が同議員に返還を求めている平成３０年度後期分の政務活動費

44,916円は既に本市へ返還されているため、本市に不当利得による損害は発生し

ていない。 

 

 ３ 結論 

   以上のことから、市長が議員に交付した平成３０年度政務活動費のうち、請求人が

返還すべきと主張する岡南議員、渡邊亜由美議員、黒田達哉議員、梶原一哉議員、藤

田真由美議員、岸本和代議員、土井昭一議員及び明石和之議員に係る前期分の支出に

ついては、監査請求期限を経過しており、不適法な請求であるため、却下する。 

   また、岡南議員に係る後期分の支出については、既に本市へ返還がなされており、

請求人の主張に理由がないと認められるため、棄却する。 

 

 ４ 監査委員の意見 

本件請求に対する監査の結果は上記のとおりであるが、次のとおり監査委員の意見

を付すものである。 

 

政務活動費については、一部の自治体で会派又は議員の不適切な支出が問題となり、

全国的にも住民監査請求や住民訴訟が数多く行われており、その使途に対しては市民

の厳しい目線が注がれている。 

徳島市議会においても、政務活動費の運用指針となる使途基準を制定し、適宜改正
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するとともに、ホームページ上に収支報告書及び支出一覧表を公開するなど、政務活

動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努められてきたところであるが、本件請求

に係る監査では、事後的に収支報告書の訂正及び政務活動費の返還が行われた。 

   政務活動費は、議員の調査研究その他の広範な活動に資するため必要な経費の一部

として交付されており、議員の自主性、自律性を尊重した運用が行われている。一方

で、その原資は公金であることから、政務活動費の実際の運用にあっては、議員の自

己管理、自己説明責任が強く要請されるものである。  

そのため、議員自らは市民に対する説明責任を十分に果たし、政務活動費の適正な

運用と使途の透明性の確保により一層取り組まれるとともに、議会事務局にあっては、

収支報告書等の関係書類について、更なる厳正な審査が行われるよう努められたい。 

   また、議員にとって政務活動費の適否の判断のよりどころとなる使途基準は、でき

る限り具体的かつ明確な例示や留意事項を規定することが望ましい。   

よって、今後も、社会情勢の変化や他の自治体、判例の動向等に配慮しながら、使

途基準の見直しを検討されるとともに、議員への周知徹底が図られるよう要望する。 






















































